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個別注記表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法  

① 有価証券 

   子会社株式 

   その他有価証券 

移動平均法による原価法        

市場価格のない株式等 

以外のもの 

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法 

② 棚卸資産 

販売用不動産、仕掛販売用

不動産、未成工事支出金 

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ

の方法により算定） 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

  1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016

年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法によってお

ります。 

上記以外の有形固定資産は定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物        ３～50年 

構築物       ４～20年 

機械及び装置      17年 

工具、器具及び備品 ２～20年  

② 無形固定資産 

自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（主として５年）に基づく定額法によってお

ります。 

 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率 

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案 

し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負 

担すべき額を計上しております。 

③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日における退職給付債 

務の見込額に基づき計上しております。 

④ 保証工事引当金 建物引渡後の瑕疵担保等の費用の支出に備えるため、過去の実績に基づ 

き計上しております。また、アフターサービスについて、個別に見積可 

能な費用については、発生見込額を計上しております。 

  

(4) 収益及び費用の計上基準 

当社は、「収益認識に関する会計基準」及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」を適用しており、 

顧客との契約について以下の５ステップアプローチに基づき、約束した財又はサービスの支配が顧客に移 

転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。（企業 

会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」の範囲に含まれる金融商品に係る取引並びに企業会計基準第 

13 号「リース取引に関する会計基準」の範囲に含まれるリース取引等を除く） 

ステップ１:顧客との契約を識別する 

ステップ２:契約における履行義務を識別する 

ステップ３:取引価格を算定する 

ステップ４:契約における履行義務に取引価格を配分する 

ステップ５:履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する 

 

当社は、主要な事業として戸建分譲事業、マンション分譲事業、請負工事事業、アセットソリューション 

事業、ライフデザイン事業を行っております。これらの事業から生じる収益は顧客との契約に従い計上して 

おり、それぞれの履行義務に関する情報、取引価格の決定方法、収益の認識時期等は、以下のとおりであり 

ます。 
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戸建分譲事業 

戸建分譲事業は主に戸建住宅及び宅地の販売等に区分され、主な収益を以下のとおり認識しておりま 

す。 

 

（戸建住宅及び宅地の販売） 

戸建住宅及び宅地の販売は、用地の仕入から造成、企画、設計、施工までを自社一貫体制にて行った 

戸建住宅（土地付き建物）及び宅地を一般消費者へ販売する事業であり、顧客との不動産売買契約に基 

づき当該物件の引渡しを行う義務を負っております。当該履行義務は物件が引き渡される一時点で充足 

されるものであり、当該引渡時点において収益を計上しております。 

取引価格は不動産売買契約により決定され、当該契約では通常、引渡日は売買代金全額の受領日と同 

日としているため、物件引渡しと同時期に売買代金の支払を受けております。 

 

マンション分譲事業 

マンション分譲事業は主な収益を以下のとおり認識しております。 

マンション分譲事業は、用地の仕入から施工まで行ったマンションの各分譲住戸を主に一般消費者へ 

販売する事業等であります。当該マンション分譲事業における履行義務及びその充足時期、取引価格の 

決定方法、収益の認識時期等については、上記の戸建分譲事業における戸建住宅と同様であります。 

 

請負工事事業 

請負工事事業は主に注文住宅事業、リフォーム・オプション工事事業に区分され、主な収益を以下の 

とおり認識しております。 

 

（注文住宅事業） 

注文住宅事業は、規格型注文住宅及び自由設計注文住宅の建築工事を請け負う事業であり、顧客（一 

般消費者及び法人）との建物請負工事契約に基づき、建築工事を行う義務を負っております。 

当該建物請負工事契約においては、当社の義務の履行により資産（仕掛品）が創出され又は増価し、 

資産の創出又は増価につれて顧客が当該資産を支配することから、当該履行義務は一定期間にわたり充 

足される履行義務であり、契約期間にわたる工事の進捗に応じて充足されるものであります。よって注 

文住宅事業においては工事の進捗度に応じて収益を計上しております。なお、進捗度の測定は、発生原 

価が履行義務の充足における企業の進捗度に寄与及び概ね比例していると考えられることから、発生原 

価に基づくインプット法によっております。 

取引価格は建物請負工事契約により決定され、当該契約では通常、引渡日は請負代金全額の受領日と 

同日としているため、建物引渡しと同時期に請負代金の支払を受けております。 

 

アセットソリューション事業 

 アセットソリューション事業は主な収益を以下のとおり認識しております。 

 アセットソリューション事業は、投資用戸建賃貸住宅等の開発・分譲事業等であります。賃貸収入に 

ついては、「リース取引に関する会計基準」に従い、賃貸期間にわたり収益を認識しております。物件 

売却における履行義務及びその充足時期、取引価格の決定方法、収益の認識時期等については、上記の 

戸建分譲事業における戸建住宅と同様であります。 

 

ライフデザイン事業 

     ライフデザイン事業は主な収益を以下のとおり認識しております。 

 ライフデザイン事業は、顧客の所有物件を買い取り、賃貸借契約を締結するリースバックプランの提 

供等であります。当該ライフデザイン事業における履行義務及びその充足時期、取引価格の決定方法、 

収益の認識時期等については、上記のアセットソリューション事業と同様であります。 

 

(5）控除対象外消費税等の会計処理 資産に係る控除対象外消費税等は、発生事業年度の期間費用としており 

ます。 

 

 

２．会計上の見積りに関する注記 

棚卸資産の評価 

(1) 当事業年度で計算書類に計上した金額 

   収益性の低下による簿価切下額    3,878百万円 

   販売用不動産             106,911百万円 

   仕掛販売用不動産          101,695百万円 

   未成工事支出金           26,455百万円 
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(2) 計算書類利用者の理解に資するその他の情報 

① 算出方法 

棚卸資産は取得原価で測定しておりますが、当事業年度末における正味売却価額が取得原価より下

落している場合には、当該正味売却価額で測定し、取得原価との差額を原則として売上原価に認識し

ております。当社は戸建分譲事業及びマンション分譲事業等を営んでおり、景気の見通し、金利や地

価の変動、税制の変更等が購買者の購入意欲に及ぼす影響も考慮した上で、棚卸資産の正味売却価額

の見積りを行っております。 

     ② 主要な仮定 

棚卸資産の正味売却価額の算定の基礎となる売価の見積りは、将来の経済状況の変動の結果により大

きく影響を受けるため、見積りの不確実性を伴い、経営者等の判断が必要であります。 

③ 翌年度の計算書類に与える影響 

売価の見積りは、見積りの不確実性を伴い、市場環境が予測より悪化して正味売却価額が著しく下落

した場合には、損失が発生する可能性があります。 

 

 

３．貸借対照表に関する注記 

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務 

住宅瑕疵担保履行法に基づく住宅販売瑕疵担保保証金2,008百万円（差入敷金保証金2,008百万円）を供託

しております。 

 

(2) 保証債務 

子会社の仕入債務に対する債務保証  30百万円 

子会社の借入に対する債務保証  173百万円 

 

(3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権  3,190百万円 

長期金銭債権  1,000百万円 

短期金銭債務  42,575百万円 

長期金銭債務  83,086百万円 

 

 

４．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

① 営業取引による取引高 

   売上高 1,305百万円

   仕入高 153百万円

   販売費及び一般管理費 1,352百万円

② 営業取引以外の取引高 

受取利息 53百万円

受取配当金 448百万円

   支払利息 780百万円

 

 

５．株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項   

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数 

普 通 株 式 28,562千株 －千株 －千株 28,562千株 

  

(2) 剰余金の配当に関する事項 

 配当金支払額等   

決 議 株式の種類 
配当金の総額 

(百万円) 

１株当たり

配当額(円) 
基 準 日 効 力 発 生 日 

2 0 2 5年３月2 1日 

臨 時 株 主 総 会 
普 通 株 式 11,453 401 2025年３月21日 2025年３月24日 
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６．金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

① 金融商品に対する取組方針 

 当社は、資産運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については、主に事業用地の取得

に対する資金について金融機関及び親会社より調達しております。 

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク並びにリスク管理体制 

 投資有価証券は、業務上の関係を有する企業等の株式又は出資であり、発行体のリスク又は市場価格の変

動リスクに晒されております。市場価格のある有価証券については、四半期ごとに時価の把握を行い、また

市場価格のない有価証券については、定期的に決算書等、財務状況を把握できる書類を入手し、取引先企業

等の財政状態等に変化がないか確認を行い、保有状況を継続的に見直しております。 

 借入金の使途は、主に事業用地の取得資金であります。このうち短期借入金は、主に変動金利を採用して

おり金利変動リスクに晒されております。金利変動については、月次単位で報告資料の作成を行い、急激な

金利変動がないか管理を行うことにより金利変動リスクを管理しております。 

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定した価額が含

まれております。 

 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

 2025年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。な
お、市場価格のない株式等は含まれておりません。また、現金は注記を省略しており、預金、支払手形、電子

記録債務、工事未払金、短期借入金、未払法人税等は短期で決済されるため時価が帳簿価額に近似することか

ら、注記を省略しております。 

  
貸借対照表計上額 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

投資有価証券    

  その他有価証券 118 118 － 

資産計 118 118 － 

長期借入金（※） 83,389 83,188 △200 

負債計 83,389 83,188 △200 

（※）１年内返済予定の長期借入金を含めて表示しております。 

 

（注）１. 金融商品の時価の算定方法に関する事項 

資 産 

投資有価証券 

 株式の時価については、取引所の価格によっており、レベル１の時価に分類しております。  

 

負 債 

長期借入金 
 長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引

いて算定する方法によっており、レベル２の時価に分類しております。 

 

（注）２. 市場価格のない株式等 

区分 貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式 97 

関係会社株式 12,148 

 上記については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができないため、投資

有価証券には含まれておりません。 
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７．税効果会計に関する注記 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産   

棚卸資産評価損 1,128百万円

減価償却超過額 114百万円

未払事業税 209百万円

貸倒引当金 416百万円

賞与引当金 331百万円

退職給付引当金 1,105百万円

保証工事引当金 290百万円

その他 304百万円

繰延税金資産合計 3,900百万円

  

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △14百万円

未成工事支出金賞与引当金 △43百万円

その他 △82百万円

繰延税金負債合計 △140百万円

繰延税金資産の純額 3,759百万円
 

 

(2) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

 「所得税法等の一部を改正する法律（令和７年法律第13号）」が2025年３月31日に国会で成立したことに伴

い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。 
これに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産

及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.62％から31.52％に変更し計算しております。 

この税率変更により、当事業年度の繰延税金資産（繰延税金負債の金額を控除した金額）の金額は57百万円

増加し、法人税等調整額が57百万円減少しております。 

 

 

８．関連当事者との取引に関する注記 

種類 
会社等の 

名称又は氏名 

議決権等の所有 

(被所有） 

割合(％) 

関連当事者

との関係 
取引内容 

取引金額

（百万円） 
科目 

期末残高 

（百万円） 

親会社 

飯田グループ  

ホールディングス 

株式会社 

被所有 

直接 

100.00％ 

経営の指導 

役員の兼任 

資金の 

借 入 

(注) 

資金の 

返 済 

38,741 

 

23,015 

短期借入金 41,800 

１年内返済予定

の長期借入金 
302 

長期借入金 83,086 

利息の支払 

(注) 
780 未払費用 57 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）資金の借入については、市場金利等を勘案した利率にて行われております。 

 

 

９．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 4,195円75銭

(2) １株当たり当期純利益 432円34銭

 

 

１０．重要な後発事象に関する注記 

 該当事項はありません。 

 

 

 




